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報告書に記載している金額や比率については、原則として表示単位未満を四捨五

入して表示しております。なお、合計が100％になる比率については端数調整を行

っております。 
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１ 新地方公会計制度導入の意義 

公会計制度改革は、「発生主義・複式簿記」の考え方を導入することで、スト

ック（保有）やコスト（資源の消費）情報の取得を可能にし「自治体の資産・

債務改革などに資するツールの整備」を目指します。さらに、会計の範囲とし

て一般会計のみならず、特別会計、地方三公社、一部事務組合、第三セクター

なども含めた「連結ベース」で管理するものです。 

これにより、今までの自治体の会計では得られなかった、「連結ベース」での

ストックやコスト情報の取得を可能にし、適正な「資産・債務管理」を目指す

ものです。 

したがって、貸借対照表や行政コスト計算書などの財務書類 4 表や固定資産

台帳を作成すること自体が目標ではなく、財務書類 4 表や固定資産台帳等の情

報を使って各自治体が創意工夫した経営を行うことが必要です。そして、この

財務書類 4 表を住民に対して開示することにより、透明性の向上や説明責任が

履行されるとともに、資産・債務の適切な管理を行うことが可能となります。 

 

２ 財務書類の概要 

１）貸借対照表 

今までに整備してきた道路、公園、学校など、富加町の保有する財産の状況

や地方債の現在高などの財政情報をよりわかりやすく提供するため、年度末時

点において保有する資産の状況や、将来において負担することとなっている負

債の状況を、ストック情報として総括的に表す財務書類です。 

２）行政コスト計算書 

地方自治体の行政活動は、将来の世代も利用できる資産の形成だけではなく、

人的サービスや給付サービスなどの行政活動が大きな比重を占めています。し

たがって、１年間に実施された行政活動の状況をコストという側面から把握す

ることが重要です。 

行政コスト計算書は、行政サービスに要したコストを収益と対照表示するた

めの一覧表で、行政コストの内容の分析を行うことを目的として、行政全般の

活動状況を説明する財務書類です。 

３）純資産変動計算書 

 行政コスト計算書では、その目的がコスト計算であることから、民間企業の

損益計算書の売上高にあたる部分には手数料や利用料などしか反映されていま

せん。そこで、税収等の財源を純資産変動計算書に財源の増加として収容し、

純資産の部の計算に含めています。 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」に関して、その各項目の

期首（年度当初）からの変動履歴を表す財務書類です。  
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４）資金収支計算書 

 資金収支計算書は、歳入・歳出をその性質に応じて大きく業務活動収支、投

資活動収支及び財務活動収支の３つに区分して、１年間に実施された行政活動

の状況を資金の流れとして表す財務書類です。これにより、投資活動や財務活

動による支出とそれに対応する財源を示し、投資・財務活動収支の状況がどの

ようになっているのか、また、この２つの収支以外の部分として把握される業

務活動収支がどのような状況になっているのかを示します。 

 

３ 財務書類 4表の関係 

 財務書類 4表の相互の関係は次のとおりです。 

 

      【貸借対照表】             【行政コスト計算書】 

 

 

 

 

 

 

 

     【資金収支計算書】           【純資産変動計算書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表の「純資産の部」の変動状況を表したものが、純資産変動計算書

です。 

純資産変動計算書における純資産の変動要因の主なものが「純行政コスト」

と「財源」（税収等・国県等補助金）です。そのうち「純行政コスト」の明細

を示すものが行政コスト計算書となります。 

資金収支計算書は、資金の動きを表す財務書類であるので、「本年度末現金

預金残高」は、貸借対照表の「現金預金」と一致します。 

 

資産の部 

・・・ 

・・・ 

 

 

・・・ 

 

負債の部 

 

現金預金 純資産 

の部 

 経常費用・臨時損失 

     ｜ 

経常収益・臨時利益 

     

    純行政コスト 

収 入 

 ｜ 

支 出 

      

  本年度資金収支額 

     ＋ 

前年度末資金残高 

      

 

 

 

本年度末資金残高 

前年度末純資産残高 

     ｜ 
 
 
     ＋ 

税収等、国県等補助金 

     ± 
資産評価差額等 

      

 

純行政コスト 

本年度末純資産残高 

＝ 

＝ ＝ 

＝ 

本年度末歳計外現金残高 
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４ 財務書類（一般会計等）の状況 

１）貸借対照表の状況 

① 資産 

令和4年度では総資産は104億円であり、住民（R5年3月31日現在 5,765人）一

人当たり181万円になります。その大部分は道路、公園などの社会資本を中心と

した有形固定資産72億円（住民一人当たり124万円）であり、その他の資産では、

投資等と流動資産に区分されている基金の合計が20億円、現金預金が2億円等と

なっています。 

＜住民一人当たり指標＞                 （単位：万円） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

総資産 188 186 181 △5 

有形固定資産 129 128 124 △4 

 

近隣自治体との比較                   （単位：万円） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

総資産 199 181 

有形固定資産 139 124 

② 負債 

負債の総額は16億円で、住民一人当たり28万円になります。そのうち、地方

債現在高は、固定負債の地方債と流動負債の１年内償還予定地方債を合わせて

15億円（住民一人当たり27万円）となっています。退職手当引当金は、当該年

度末現在一般会計等に属する職員全員が普通退職したと想定した場合（当該年

度末に退職した職員を除く）の必要額ですが、令和4年度は退職手当債務よりも

退職手当組合の積立金相当額が大きかったため計上しておりません。 

＜住民一人当たり指標＞                 （単位：万円） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

負債総額 35 32 28 △4 

地方債 34 31 27 △4 

 

近隣自治体との比較                   （単位：万円） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

負債総額 51 28 

地方債 34 27 
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２）行政コスト計算書の状況 

① 行政コストと収益項目 

 令和4年度の経常費用は30億円です。その主なものは人件費の中の職員給与費

5.6億円、物件費等の中の物件費5.6億円、移転費用の中の補助金等6.7億円など

となっています。経常収益は0.9億円であり、その主なものは「使用料及び手数

料」の0.5億円などです。 

② 性質別行政コスト 

 性質別の行政コストの構成では、「物にかかるコスト」が30.9％を占めてい

ます。また、「移転支出的なコスト」も43.5％を占めています。そして、この

二種類のコストで経常行政コスト全体の74.4％を占めています。 

                             （単位：％） 

構成比 令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

人にかかるコスト 19.1 27.9 24.7 △3.2 

物にかかるコスト 26.0 28.2 30.9 2.7 

移転支出的なコスト 54.1 42.8 43.5 0.7 

その他のコスト 0.8 1.1 0.9 △0.2 

※移転支出的なコスト…他の主体に移転して効果が発生するコスト 

扶助費、補助費等、繰出金、他団体等への補助金等 

近隣自治体との比較                    （単位：％） 

構成比 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

人にかかるコスト 20.6 24.7 

物にかかるコスト 37.5 30.9 

移転支出的なコスト 40.1 43.5 

その他のコスト 1.8 0.9 

 

３) 純資産変動計算書の状況 

純行政コスト29.2億円に対し、税収等、国県等補助金の合計が29.3億円計上

されており、0.1億円の財源超過となっています。それらの結果から、期末純資

産残高は88億円となっています。 

４) 資金収支計算書の状況 

令和4年度の業務活動による資金収支では、3.0億円のプラスとなりました。

また、投資活動による資金収支は1.2億円のマイナスとなり、一方で財務活動に

よる資金収支においては2.4億円のマイナスとなった結果、全体の資金収支（本

年度資金収支額）は0.6億円のマイナスとなっています。その結果、本年度末資

金残高が1.5億円となっています。 

 



5 

 

５ 財務書類（一般会計等）の指標分析 

① 資産形成度 

「資産形成度」とは「将来世代に残る資産はどれくらいあるのか」といった

住民の関心に基づく分析の視点です。 

○ 歳入額対資産比率 

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに

形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するのかを表し、自

治体の資産形成度合いを測ることができます。 

 計算式： 資産合計 ÷ 歳入総額 

      歳入総額…資金収支計算書の各部の収入の総計と前年度末資金残
高の合計 

 ※ 値が大きくなることは将来世代に残る資産が増加していることを意味し
ます                

            （単位：年） 

               令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

歳入額対資産比率 2.7 2.9 3.1 0.2 

 

近隣自治体との比較                    （単位：年） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

歳入額対資産比率 4.0 3.1 

 

○ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を

計算することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過している

のかを全体として把握することができます。 

計算式： 減価償却累計額 ÷ 有形固定資産（償却資産のみ） 

 ※ 値が大きくなることは資産の老朽化が進んでいることを意味します。 

（単位：％） 

               令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

有形固定資産減価償却率 65.6 67.6 68.8 1.2 

 

近隣自治体との比較                    （単位：％） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

有形固定資産減価償却率 76.5 68.8 
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② 世代間公平性 

「世代間公平性」とは「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」といっ

た住民の関心に基づく分析の視点です。 

○ 純資産比率 

企業の財務分析において、財務の安全性を測る指標として用いられる自己資

本比率に相当するものです。資産合計に対する将来の返済や支出を伴わない純

資産の割合であることから、高いほど財政が健全といえます。 

また、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動された

ことを意味します。 

計算式： 純資産合計 ÷ 資産合計 

※ 値が大きくなることは将来世代の負担の分担が減少したことを意味しま

す。 

（単位：％） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

純資産比率 81.6 82.9 84.8 1.9 

 

近隣自治体との比較                    （単位：％） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

純資産比率 74.6 84.8 

 

③ 効率性 

「効率性」とは「行政サービスは効率的に提供されているのか」といった住

民の関心に基づく分析の視点です。 

 

○ 行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でどれだ

けの行政サービスを提供しているのか（資産が効率的に活用されているのか）

を分析することができます。 

 計算式： 経常費用 ÷ （有形固定資産 ＋ 無形固定資産） 

※ 値が大きくなることは公共資産の活用度合いが上昇したことを意味しま

す。 
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（単位：％） 

               令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

行政コスト対公共資産比率 47.8 42.3 42.0 △0.3 

 

近隣自治体との比較                    （単位：％） 

               坂祝町(R4) 富加町(R4) 

行政コスト対公共資産比率 30.6 42.0 

 

④ 弾力性 

「弾力性」とは「資産形成を行う余裕はどのくらいあるのか」といった住民

の関心に基づく分析の視点です。 

○ 行政コスト対税収等比率 

税収などの一般財源等に対する純行政コストの比率をみることによって、当

該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純行政コストに消費さ

れたのかが分かります。 

この値が 100％を上回る場合は純行政コストを税収等の財源で賄いきれてい

ないことを表します。 

 計算式： 純行政コスト ÷ 財源（税収等 ＋ 国県補助金） 

 ※ 値が大きくなることは資産形成に対する余裕が小さくなることを意味し

ます。 

（単位：％） 

               令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

行政コスト対税収等比率 93.2 97.3 99.8 2.5 

近隣自治体との比較                    （単位：％） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

行政コスト対税収等比率 100.2 99.8 

 

⑤ 自立性 

「自立性」とは「受益者負担の水準はどうなっているのか」といった住民の

関心に基づく分析の視点です。 

○ 受益者負担比率（使用料及び手数料） 

 行政コスト計算書の「使用料及び手数料」は行政サービスに係る受益者負担

の金額であるので、これを「経常費用」と比較することにより、行政サービス

の提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。これにより、自

治体の受益者負担の特徴を把握することができます。 
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 計算式： 使用料及び手数料 ÷ 経常費用 

 ※ 値が大きくなることは受益者負担が増したことを意味します。 

（単位：％） 

               令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

受益者負担比率 1.4 1.6 1.6 0.0 

 

近隣自治体との比較                    （単位：％） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

受益者負担比率 0.9 1.6 

 

⑥ 持続可能性（健全性） 

「持続可能性」とは「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」

といった住民の関心に基づく分析の視点です。 

○ 基礎的財政収支(プライマリーバランス) 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収

支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することによ

り、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の

バランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長

率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、

持続可能な財政運営であるといえます。 

 計算式： 業務活動収支（支払利息支出を除く）＋ 投資活動収支（基金積立

金支出及び基金取崩収入を除く） 

※ 黒字であれば持続可能な財政運営ができていることを意味します。 

（単位：百万円） 

               令和2年度 令和3年度 令和4年度 差 

基礎的財政収支 84 363 183 △180 

 

近隣自治体との比較                  （単位：百万円） 

 坂祝町(R4) 富加町(R4) 

基礎的財政収支 174 183 
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６ 財務書類（一般会計等）の指標の組合せ分析 

①  資産×負債 

住民1人当たりの資産と負債を組み合わせて過去5年度の推移を見ると下図の

とおりとなります。継続的に負債の水準が減少してきています。また、資産の

水準も減少しています。 

 

② 償却固定資産×減価償却率 

住民1人当たりの償却固定資産の取得価額と減価償却率を組み合わせて過去5

年度の推移を見ると下図のとおりとなります。償却資産の規模自体に大きな変

動はありませんが、償却率は継続的に高まってきています。 
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150 155 160 165 170 175 180 185 190 195 200

住
民
１
人
当
た
り
負
債
額
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住民１人当たり資産額×住民１人当たり負債額
（万円）

（万円）
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形
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住民１人当たり償却固定資産の取得価額

住民１人当たり償却固定資産の取得価額

×有形固定資産減価償却率（％）

（万円）
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（ 参考 各財務書類の構成  ） 

貸借対照表の構成  

 

（１）資産の部 

①有形固定資産 

・固定資産台帳データの金額を集計 

・減価償却は、定額法により取得の翌年度から行い、残存価格をゼロとする（土地につい

ては減価償却を行わない） 

②投資及び出資金 

・市場価格の無い出資金等については、 実質価格を算出し、それが取得価格に比べ、30％

以上低下した場合には、その実質価格により算出した金額により計上 

③貸付金、基金 

・貸付金及び基金の現在高 

④長期延滞債権、徴収不能引当金 

・収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権について「長期延滞債権」に計上 

・「長期延滞債権」及び「貸付金」のうち、将来回収不能となると見込まれるものを「徴収

不能引当金」に計上 

⑤現金預金 

・形式収支に相当する「歳計現金」と「歳計外現金」の合計を計上 

⑥未収金 

・収入未済額のうち、当年度に発生した債権について計上、そのうち、将来回収不能とな

ると見込まれるものを、「徴収不能引当金」に計上 
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（２） 負債の部 

①固定負債 

○地方債 

・年度末における地方債残高から、流動負債に計上する「１年内償還予定地方債」を控除

した額 

○退職手当引当金 

・年度末に職員全員が普通退職したと想定し、その退職手当の要支給額を計上（退職手当

組合積立金を考慮） 

②流動負債 

○１年内償還予定地方債 

・年度末における地方債残高のうち、 翌年度償還予定額を計上 

○賞与等引当金 

・翌年度の 6 月に支払う予定の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費のうち、当年度

負担相当額を計上 

〇預り金 

・基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債を計上 

（３） 純資産の部 

①固定資産等形成分 

・資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態（固定資産等）

で保有されている 

②余剰分 

・自治体の消費可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有されている 
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行政コスト計算書の構成 

 

計上項目 内 容 

経 

 

常 

 

費 

 

用 

職員給与費 給料、共済費等から前年度賞与等引当金計上額を除いた金額 

賞与等引当金繰入額 当該年度の貸借対照表に計上した賞与等引当金の額 

退職手当引当金繰入

額 

当該年度に引当金として新たに繰り入れた額（退職手当組合積立金の増減を考

慮） 

物件費 旅費、光熱水費、委託料、備品購入費などの経費 

維持補修費 施設などの維持修繕に要する経費 

減価償却費 固定資産の経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる金額 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

徴収不能引当金繰入

額 

町税や使用料などのうち、徴収不能見込額として新たに貸借対照表に計上した

金額 

補助金等 各種団体に対する負担金や補助金など 

社会保障給付 
障がい者や高齢者に対する援護措置、児童手当等の給付、生活保護などに要

する経費 

他会計への繰出金 特別会計など他会計に対する繰出金など 

経常
収益 

使用料及び手数料 
当該年度の収入額と、長期延滞債権及び未収金として新たに貸借対照表に計

上した金額 

臨時損失 
費用の定義に該当するもののうち、臨時に発生するもの、資産除売却損、災害復

旧事業費など 

臨時利益 収益の定義に該当するもののうち、臨時に発生するもの、資産売却益など 
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純資産変動計算書の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計 上 項 目 内   容 

純行政コスト 行政コスト計算書における純行政コスト 

財 
源 

税 収 等 
町税等の当該年度収入額 ＋ 長期延滞債権及び未収金として新たに
貸借対照表に計上した額 

国県等補助金 国庫支出金及び県支出金 

 固定資産等の内部変動 
固定資産等形成分と余剰分（不足分）との内部変動を有形固定資産等
の増加・減少と貸付金・基金等の増加・減少に分類して表示する 

資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 無償で取得した固定資産の評価額等 
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資金収支計算書の構成 

 

（１）業務活動収支 

 

・自治体の業務活動から発生する資金収支を計上 

・具体的には、町税、使用料、手数料などの収入と、人件費、物件費、社会保障給付、支

払利息、維持管理費などの支出を計上 

 

（２）投資活動収支 

 

・支出には、自治体で整備する公共施設等整備費、基金積立金、投資及び出資金などに対

する支出を計上 

・ 収入には、その財源となる国県等補助金、基金取崩などの収入を計上 

 

（３）財務活動収支 

 

・支出には、地方債の元金償還額などを計上 

・収入には、地方債発行額などを計上 

 

 

 



 

 

 

一般会計等財務書類 



富加町 （単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（令和 5年 3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

3,649,145,633 0
1,685,848,521 0

0 0

8,769,017,458 1,275,400,020
7,165,531,833 1,275,400,020

△ 11,389,752 0
0 0
0 0

5,893,237,454 0
△ 3,942,928,161 311,697,306

24,377,571 265,273,827

0 0
0 負債合計 1,587,097,326
0

0 0
0 41,453,843
0 4,969,636

50,709,000
△ 25,900,215
8,741,833,906

0 10,267,180,362
3,404,028,441 △ 1,421,832,009

543,942,248

233,566,875
251,481,318

△ 139,123,559

△ 6,140,123,373
0
0

1,603,485,625
1,029,677,903

5,808,813

0
0
0

26,914,977
23,980,000

524,340,071

1,023,869,090
0
0

△ 1,427,326
1,663,428,221

151,822,657

0
524,340,071

0

1,430,268,889
66,454,015
6,565,284

7,213,650
1,440,000

1,496,722,904

資産合計 10,432,445,679 負債及び純資産合計 10,432,445,679

0

△ 336,274 純資産合計 8,845,348,353



富加町 （単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

0

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

科目 金額

3,009,952,702

1,700,774,919

742,349,565

563,141,334

41,453,843

672,219,033

137,754,388

931,671,254

556,621,849

48,583,859

326,465,546

0

26,754,100

10,154,750

163,233

16,436,117

1,309,177,783

0

296,037,476

337,025,499

3,895,775

87,181,778

46,763,663

40,418,115

2,922,770,924

1

0

1

0

0

0

0

0

2,922,770,925



富加町 (単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 10,439,533,898 △ 1,599,267,849

純行政コスト（△） △ 2,922,770,925

財源 2,929,694,263

税収等 2,330,878,102

国県等補助金 598,816,161

本年度差額 6,923,338

固定資産等の変動（内部変動） △ 170,397,402 170,397,402

有形固定資産等の増加 189,815,739 △ 189,815,739

有形固定資産等の減少 △ 326,465,547 326,465,547

貸付金・基金等の増加 121,147,452 △ 121,147,452

貸付金・基金等の減少 △ 154,895,046 154,895,046

資産評価差額 35,300

無償所管換等 △ 1,991,434

その他 0 115,100

本年度純資産変動額 △ 172,353,536 177,435,840

本年度末純資産残高 10,267,180,362 △ 1,421,832,009

6,923,338

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　　令和 4年 4月 1日

至　　令和 5年 3月31日

科目 合計

8,840,266,049

△ 2,922,770,925

2,929,694,263

2,330,878,102

598,816,161

35,300

△ 1,991,434

115,100

5,082,304

8,845,348,353



富加町 （単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

10,154,750

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　　令和 4年 4月 1日

至　　令和 5年 3月31日

科目 金額

2,651,954,405
1,342,776,622

711,095,147
605,205,708

0

16,321,017
1,309,177,783

672,219,033
296,037,476
337,025,499

3,895,775
2,955,515,653
2,328,326,848

539,525,681
47,245,009
40,418,115

180,040,714

0
0
0

303,561,248

302,448,277
189,815,739
105,692,538

0
6,940,000

0

49,200,000

59,290,480
113,810,234

6,940,000
0
0

△ 122,407,563

285,275,430
282,295,602

2,979,828
49,200,000

0
△ 236,075,430

本年度資金収支額 △ 54,921,745
前年度末資金残高 201,774,766
本年度末資金残高 146,853,021

4,519,962
449,674

4,969,636
151,822,657



 

 

 

連結財務書類 



富加町 （単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債等

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産 0 純資産合計 10,141,791,304

資産合計 17,211,488,218 負債及び純資産合計 17,211,488,218

66,454,015

7,998,040

0

△ 1,247,245

1,440,000

1,645,528,981

1,579,074,966

△ 2,180,442

2,351,329,313

567,712,839

129,896,698

1,131,866,080

0

1,131,866,080

119,359,456

3,447,000

0

44,824,643

23,980,000

1,327,105,550

9,255,813

5,808,813

12,032,751

742,171

11,290,580

267,477,068

1,114,103,938

△ 751,282,007

△ 7,191,724,595

0

0

330,944,029

△ 51,889,845

14,629,511,256

0 16,507,127,886

8,959,882,011 △ 6,365,336,582

975,564,098 0

0 212,200

0 負債合計 7,069,696,914

0

0 0

0 51,658,230

0 5,136,641

△ 40,023,812 134,183,851

0 0

0 0

6,509,990,596 3,550,785,116

△ 4,400,384,989 653,907,329

59,757,798 462,716,407

2,068,977,069 593,505,964

0 0

14,860,158,905 6,415,789,585

13,521,020,604 2,249,166,446

【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和 5年 3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

4,198,316,662 22,332,059



富加町 （単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

61,451

31,915,000

5,255,127,193

755,689

0

755,689

0

0

31,976,451

5,286,347,955

106,376,759

29,879,840

680,016

75,816,903

3,081,132,145

1,511,758,160

1,565,347,632

4,026,353

335,107,221

266,369,753

68,737,468

0

5,621,455,176

2,540,323,031

898,080,201

690,736,486

51,658,069

0

155,685,646

1,535,866,071

879,676,770

89,874,366

566,314,935

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

科目 金額



富加町 (単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 16,740,419,673 △ 6,649,201,475 0

純行政コスト（△） △ 5,255,127,193 0

財源 5,293,865,276 0

税収等 3,428,334,902 0

国県等補助金 1,865,530,374 0

本年度差額 38,738,083 0

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

比例連結割合変更に伴う差額 0

その他 0

本年度純資産変動額 △ 233,291,787 283,864,893 0

本年度末純資産残高 16,507,127,886 △ 6,365,336,582 0

13,923,413

△ 594,888

△ 128,615

50,573,106

10,141,791,304

△ 1,364,887

10,091,218,198

△ 5,255,127,193

5,293,865,276

3,428,334,902

1,865,530,374

38,738,083

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　　令和 4年 4月 1日

至　　令和 5年 3月31日

科目 合計
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